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1.案件名

スリランカ国灌漑分野に係る総合的管理能力向上計画調査

2.協力概要

(1) 事業の目的

1）農業･畜産･土地･灌漑省灌漑管理部、同省灌漑局及びその他関連政府職員の灌漑分野に係る総合的
な管理能力を高めるための計画を作成する。

2）農民組織の灌漑分野に係る総合的な管理能力を高めるための計画を作成する。

3）調査の実施を通して灌漑分野の管理に係る相手国カウンターパートの計画策定能力が向上する。

(2) 調査期間

2005年8月～2006年3月（8ヶ月）

(3) 総調査費用

約0.85億円

(4) 協力相手先機関

農業・畜産・土地・灌漑省灌漑管理部（IMD）及び灌漑局（ID）

(5) 計画の対象（対象分野、対象規模等）

対象分野：灌漑施設の維持管理及び水管理、営農、農産物の加工・貯蔵・流通
対象地域：乾燥地に属する北中部州アヌラーダプラ県周辺の灌漑地区2地区
対象農家：農地保有の細分化及び生産コスト上昇により貧困層に陥った農家を含む稲作主体の中小規
模農家

3.協力の必要性・位置付け

(1) 現状及び問題点

1）農村の現状と課題
スリランカ（人口約19,000千人、面積約66千km2）では、全人口の80％以上が農村部に居住し、農
業分野がGDPの20％を占め、就労人口の30％が農業に従事している。全人口の約2割が貧困層
（2002年で1人当たり月間所得が1,423ルピー）に属しており、また10段階に区分された所得階層
の最下層（月間所得が3,300ルピー未満で、貧困層及び外部要因等によって貧困層に陥りやすい層）
に属する人口割合は約5割にのぼり、このうち約90％は農村部に居住している。農村部に貧困層が多
いのは、農村部の主要産業である農林水産業の脆弱さによる収入の不安定と地域･地場産業の未発達等
に起因するものである。

農林水産業のなかでも稲作は、農業総生産の30％を占める単一の農産物生産部門としては最大の部門
であり、水稲は大多数の農家がその生産に従事する小農部門の中心的作物である。しかし、人口増に
伴う農地の細分化及び生産コストの上昇による実質所得の低下等により、一部の大規模経営地域を除
き、稲作主体の中小規模農家の大半は十分な所得が確保できていない。特に本調査の対象地域である
北中部州を含む乾燥地域の農村部では、農業以外に雇用の機会が限られており、農外所得は期待でき
ないことから、低い所得水準のままの中小規模農家が多数存在している。



2）乾燥地域における灌漑農業の現状と課題
スリランカは年間降水量2,000mm以上の湿潤地域とそれ以下の乾燥地域に分かれる。本調査の対象
地域である北中部州を含む乾燥地域では、降水量の地域的・時期的な変動が大きく、不安定なことか
ら、伝統的に溜池に代表される灌漑システムに依存した農業が営まれてきた。また、この地域では灌
漑用水は農業用水のみならず生活用水としても利用されており、灌漑施設の維持管理及び農業用水･生
活用水の配分といった水管理は、かつては溜池を中心とした伝統的な農民組織により行われてきた。

一方、1948年の独立後に実施された大・中規模灌漑スキームの開発過程で、1.政府が農民に対して
積極的に参加を求めなかったこと、2.入植に伴い伝統的な農民組織による管理体制が機能しなくなっ
たこと等を背景として、灌漑施設の維持管理及び水管理における農民の政府やドナーへの依存体質が
高まった。このため、粗放な管理が行われる結果となり、これに起因する深刻な水不足が生じるに
至った。これに対し、スリランカ政府は1980年代より灌漑施設の維持管理及び水管理を農民に移管
することにより、農業用水の効率的な利用及び財政負担の軽減を目指してきたが、農民組織育成の経
験不足等からその政策は目標を果たせていない。

これら不十分な灌漑施設の維持管理及び水管理に起因する水不足は、この地域の農業生産を非常に不
安定なものとしており、農村部の住民の所得向上を阻害する一因ともなっている。

3）総合的な対策の必要性
上述のように乾燥地域の農村部に居住し、稲作により生計を立てている中小規模農家は、稲作からの
所得だけでは必要な所得を確保できず、農外所得へのアクセスも限られているのが現状である。この
状態が継続すれば、さらなる農地保有の細分化、水資源の逼迫により、これら地域では、貧困層が増
加する可能性が高い。また、スリランカの人口は2036年には2,300万人に達すると予測されてお
り、これに対応するため、今後一層の農業生産の拡大が必要である。しかし、その担い手となる稲作
主体の中小規模農家が貧困層に転落する事態になれば、地域或いは国家レベルでの食料安全保障の危
機につながる。

これを回避するため、農業分野においては、生産コストの削減、水利用の効率化等による土地生産性
の向上、畑作物の導入による生産の多様化、生産の組織化（農民の組織化、土地利用の集団化、集出
荷の共同化等）を総合的に組み合わせることにより、中小規模農家の所得を向上させ、安定させるた
めの取り組みが必要である。

4）灌漑分野でのこれまでの協力との関係
これまでに我が国がスリランカに対して実施してきた灌漑分野での協力は、主に2つの目的で行われ
た。1つは、マハベリ河開発に代表される入植地における総合開発の一環として行われた、新規の水
資源・灌漑開発に対する協力であり、主に灌漑農地の外延的拡大による農業総生産の増大を目的とす
るものである。もう1つは、既存施設の改修と施設の維持管理及び水管理への支援を組み合わせた既
存システムのリハビリに対する協力であり、灌漑施設及び水資源の効率的な利用による生産性の向上
を目的としたものである。これら主にハード面での協力は、独立直後の1950年には40％であったス
リランカの米の自給率を現在のほぼ自給が達成されたレベルまで引き上げるのに貢献した。

今回実施予定の開発調査は、これら過去の灌漑分野における協力実績を踏まえ、これまでに対象とし
てこなかった政府職員及び農民組織の水・土地・その他生産資源を有効利用して所得向上に結びつけ
るための資源管理能力向上を、ソフト中心の協力により実現するための計画作成を行うものである。
また、十分な所得が確保できない中小規模の農家が多数存在する乾燥地域の農村部において、灌漑農
業を通じた所得向上のための手法を確立するという貧困対策の視点を含んでいる。

(2) 相手国政府国家政策上の位置づけ

スリランカ政府の農業分野に関する新5ヵ年計画案（2004年）によれば、1.できる限り農産物は自給
を目指すこととし、コメについては自給率100％を目標とする、2.多様な農業の展開により農業従事
者の生計の安定を確保する、3.農産物生産の持続的増加を図る、の3点を優先課題として位置付けて
いる。

これらの目標を達成するためには、中小規模の稲作農家を対象に、生産コストの削減、水利用の効率
化等による土地生産性の向上、畑作の導入による生産の多様化、生産の組織化（農民の組織化、土地
利用の集団化、集出荷の共同化等）を総合的に組み合わせた対策が必要である。特に、灌漑農業分野



においては、水資源の効率的かつ公平な利用を通じた灌漑面積の拡大及び畑作物の生産拡大等による
生産性及び所得の向上が不可欠であり、そのためには政府職員及び農民組織の灌漑分野に係る総合的
な管理能力の向上が必要であることから、本調査との整合性が高い。

(3) 調査対象地域の妥当性

農村部のうち貧困層割合が特に高い東南部地域では、そもそも水及び土地資源等の生産基盤が根本的
に不足しているため、これら生産基盤の整備を含めた総合的・中長期的な貧困対策が求められる。一
方、それ以外の貧困・低所得地域では、前者に較べれば、水・土地・その他生産資源等は既にある程
度整備されているものの、これら資源が有効利用されていないことが所得低迷の主要因となってい
る。

本調査の対象地域は、スリランカ農業が直面する上述の課題のうち主に後者地域への対処方法を開
発・普及する上でモデルとなる地域として妥当である。

1）対象地域は溜池等の水資源及び土地資源等がある程度整備されているもののこれら資源の一層の
利用可能性のある平均的な地域であり、この地域で所得向上モデルが開発されることにより、全国の
溜池を主体とする灌漑システムに依存する多くの類似の状況にある地域に適用できる。

2）特に、対象地域の属するアヌラーダプラ県は、スリランカ国土の乾燥地域の多くを占める北部域
の中心に位置するため、開発された手法を北部の乾燥地域全体に広く普及させる上で適している。さ
らに、内戦の影響を受けた北東部州に隣接することから、将来的にこれら地域の復興開発において本
調査で開発された手法の適用が期待できる。

(4) 他国機関の関連事業との整合性

本調査対象地域に隣接する北西部州のガルガムワには、灌漑技術者の研修を目的としたガルガムワ灌
漑研修所が設置されている。スリランカ政府はFAOに対し、同研修所における研修指導員のトレーニ
ング及び施設の拡充を要請しており、採択済みである。FAOの案件が研修施設内において実施する研
修指導者のトレーニングを目的としていることに対して、本調査は主にフィールドにおける実践を中
心とした、政府職員及び農民組織の灌漑分野に係る管理能力の向上を図ることを目的としていること
から、両者は補完関係にあり、連携することでより一層の効果発現も期待できる。

(5) 我が国援助政策との関連、JICA国別事業実施計画上の位置づけ

平成16年4月に作成された対スリランカ国別援助計画の援助重点分野として掲げられている“生活基
盤および経済基盤の整備”の中に、「地域開発および貧困撲滅という観点から灌漑に関連するプログ
ラム及びプロジェクトを支援する必要がある」と記載されていることから、本調査との整合性が高
い。

4.協力の枠組み

(1) 調査項目

本調査は、既存資料の収集及び現地調査を通じたデータの収集・分析を行い、対象地域における灌漑
分野の現状及び課題を把握のうえ、これを改善するための「灌漑分野に係る総合的管理能力向上計画
（案）」を作成し、同計画（案）を検証した上で改良し、完成するものである。

【灌漑分野に係る総合的管理能力向上計画（案）の作成】

1）国内及び現地における資料収集、現地調査を通じて、政府職員及び農民組織の活動状況、課題等
を把握する。

2）対象地域における灌漑施設の維持管理及び水管理、営農、農産物の加工・貯蔵・流通等の現状を
把握するためのデータ収集及び分析を行い、政府職員及び農民組織の管理能力向上のために必要な課
題の抽出を行う。

3）抽出された課題を改善するための「灌漑分野に係る総合的管理能力向上計画（案）」を作成す
る。



【灌漑分野に係る総合的管理能力向上計画案の検証及び計画の完成】

1）「灌漑分野に係る総合的管理能力向上計画（案）」に基づき、参加型およびマルチセクター手法
により、同計画（案）を検証する。

2）同計画（案）を評価し、大･中規模灌漑地区における政府職員及び農民組織の管理能力向上のため
の適切な「灌漑分野に係る総合的管理能力向上計画」を改良する。

3）「灌漑分野に係る総合的管理能力向上計画」の一部となる政府職員及び農民組織の研修計画を作
成し、「灌漑分野に係る総合的管理能力向上計画」を完成させる。

4）「灌漑分野に係る総合的管理能力向上計画」を作成するための作業過程をマニュアル化する。

(2) アウトプット（成果）

1）「灌漑分野に係る総合的管理能力向上計画」が作成される。

（想定される内容）

1. 灌漑施設の維持管理改善計画
2. 水管理改善計画
3. 農民組織の運営能力向上計画
4. 営農改善計画
5. 物加工・貯蔵・流通改善の方向性
6. 職員及び農民組織の研修計画

2）「灌漑分野に係る総合的管理能力向上計画」の作成過程をとりまとめたマニュアルが整備され
る。

(3) インプット（投入）：以下の投入による調査の実施

（a）コンサルタント（分野／人数）
・ 総括／研修計画 1
・営農 1
・水管理／灌漑施設管理 1
・農産物流通 1
・農民組織運営 1

（b）その他 研修員受入れ
・カウンターパート研修受入れ（2人／年）
・セミナーの開催（3回）

5.協力終了後に達成が期待される目標

(1) 提案計画の活用目標

1）「灌漑分野に係る総合的管理能力向上計画」がスリランカ政府に採用される。
2）「灌漑分野に係る総合的管理能力向上計画」に基づく研修が実施される。
3）計画づくりから計画の実施へのプロセスを段階的に実施していく過程を示したマニュアルが政府
職員および農民組織に利用される。

(2) 活用による達成目標

1）政府職員による灌漑施設の維持管理及び水管理が適切に実施される。
2）農民組織による灌漑施設の維持管理及び水管理、営農等が適切に実施される。

6.外部要因

（1）協力相手国内の事情



（a）政策的要因：開発政策の変更による提案事業の優先度の低下等

（b）行政的要因：行政機関間の調整の不備等

（c）経済的要因：スリランカ国内外の経済状況の悪化等

（d）気象的要因：雨量及び降雨時期の著しい変動等

（2）関連プロジェクトの遅れ

対象地域の一部では、JBICによる有償資金協力「農村経済復興事業（通称：PEACEプロジェクト）」
のローンが締結されており、現在着手にかかる事前調整を行っているところである。このプロジェク
トは総合的な農業農村復興開発を目指し、農民を直接支援することに主眼が置かれている。一方、本
調査は政府職員等の行政組織及び農民組織を主体としていることから、対象地域が重複する場合に
は、積極的に連携することにより、一層の効果発現が期待できるが、JBICプロジェクトの遅れが本調
査の実施に直接的な影響を及ぼすことはない。

7.貧困・ジェンダー・環境等への配慮（注）

データ収集作業において、貧困・ジェンダー・環境への配慮が必要な事項を調査・分析し、抽出す
る。また、計画を検証する段階で、抽出された事項に配慮した活動を行う。

8.過去の類似案件からの教訓の活用（注）

灌漑地区において効率的で公平な水利用を実現するためには、主に政府機関が管理している基幹施設
から主に農民組織が管理している圃場の末端施設まで一貫して取り組むことが必要である。本調査に
おいても基幹施設を管理する政府職員および末端施設を管理する農民組織双方の管理能力向上を目指
した取り組みを計画している。

同時に、対象地域における最適な営農システムに対応した灌漑施設の維持管理及び水管理システムを
構築するという観点から、営農、農産物の加工・貯蔵・流通等にも十分配慮した計画作成が必要であ
り、これは所得の向上による農民のインセンティブの確保の面からも不可欠である。

9.今後の評価計画

（1）事後評価に用いる指標

（a）活用の進捗度

本調査により作成された「灌漑分野に係る総合的管理能力向上計画」及びマニュアルを活用して、対
象地域外の灌漑地区において作成された「灌漑分野に係る総合的管理能力向上計画」の数。

（b）活用による達成目標の指標

「灌漑分野に係る総合的管理能力向上計画」が作成された灌漑地区における、政府職員及び農民の管
理能力の向上（研修の回数・参加人数、管理技術の向上等）、水利用の効率性（乾期の作付け面積の
増加等）、農業生産性及び所得の向上。

（2）上記（a）および（b）を評価する方法および時期

（a）活用の進捗度 モニタリング調査の実施（2007年度以降）

（b）活用による達成目標の指標 フォローアップ調査の実施（2010年度以降）

（注）調査にあたっての配慮事項


